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(57)【要約】
【課題】部分タイゴム層を採用した場合に懸念される加
硫故障を防止し、且つ、部分タイゴム層を採用すること
によるタイヤ重量や転がり抵抗の低減を充分に発揮する
ことを可能にした空気入りタイヤおよびその製造方法を
提供する
【解決手段】カーカス層４とインナーライナー層９との
層間であって、トレッド部１のセンター領域を除くタイ
ヤ幅方向両側の領域にそれぞれ部分タイゴム層１０を選
択的に配置し、この部分タイゴム層１０のタイヤ幅方向
両側の端部がそれぞれ部分タイゴム層１０のカーカス層
４側の面に対して鋭角をなす傾斜面をなし、この傾斜面
の部分タイゴム層１０のカーカス層４側の面に対する傾
斜角度θが２０°～６０°であるようにする。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　タイヤ周方向に延在して環状をなすトレッド部と、該トレッド部の両側に配置された一
対のサイドウォール部と、これらサイドウォール部のタイヤ径方向内側に配置された一対
のビード部とを備え、該一対のビード部間に装架されたカーカス層と、前記トレッド部に
おける該カーカス層の外周側に配置されたベルト層と、前記カーカス層に沿ってタイヤ内
面に配置されたインナーライナー層と、前記カーカス層と前記インナーライナー層との層
間であって、前記トレッド部のセンター領域を除くタイヤ幅方向両側の領域のそれぞれに
選択的に配置された部分タイゴム層とを有する空気入りタイヤにおいて、
　前記部分タイゴム層のタイヤ幅方向両側の端部がそれぞれ前記部分タイゴム層の前記カ
ーカス層側の面に対して鋭角をなす傾斜面をなし、該傾斜面の前記部分タイゴム層の前記
カーカス層側の面に対する傾斜角度が２０°～６０°であることを特徴とする空気入りタ
イヤ。
【請求項２】
　前記部分タイゴム層を構成するゴムの硬度が５０～７０であることを特徴とする請求項
１に記載の空気入りタイヤ。
【請求項３】
　前記部分タイゴム層の厚さが０．１ｍｍ～１．０ｍｍであることを特徴とする請求項１
または２に記載の空気入りタイヤ。
【請求項４】
　前記部分タイゴム層のペリフェリ長さが３０ｍｍ～１２０ｍｍであることを特徴とする
請求項１～３のいずれかに記載の空気入りタイヤ。
【請求項５】
　未加硫のインナーライナー層またはカーカス層における加硫後のタイヤのトレッド部の
センター領域を除くタイヤ幅方向両側の領域に対応する部位にそれぞれ未加硫の部分タイ
ゴム層が選択的に載置され、該未加硫の部分タイゴム層を介して前記未加硫のインナーラ
イナー層上に未加硫のカーカス層が積層されたグリーンタイヤを成形し、該グリーンタイ
ヤを内側からブラダーで押圧しながら加硫する空気入りタイヤの製造方法において、
　前記未加硫の部分タイゴム層の幅方向両端部にそれぞれ前記未加硫の部分タイゴム層の
一方の面に対して鋭角をなす傾斜面を形成し、該傾斜面の前記一方の面に対する傾斜角度
を２０°～６０°とし、前記一方の面が前記未加硫のカーカス層側となる向きで前記未加
硫の部分タイゴム層を前記未加硫のインナーライナー層と前記未加硫のカーカス層との間
に積層することを特徴とする空気入りタイヤの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、カーカス層とインナーライナー層との層間の一部に選択的に配置される部分
タイゴム層を備えた空気入りタイヤおよびその製造方法に関し、更に詳しくは、部分タイ
ゴム層を採用した場合に懸念される加硫故障を防止し、且つ、部分タイゴム層を採用する
ことによるタイヤ重量や転がり抵抗の低減を充分に発揮することを可能にした空気入りタ
イヤおよびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　空気入りタイヤでは、一般的に、タイヤ製造時に未加硫タイヤをインフレートする際に
、カーカスコードがインナーライナー層に喰い込むことを防止するために、カーカス層と
インナーライナー層との層間にタイゴム層が配置される。このようなタイゴム層として、
従来は、カーカス層とインナーライナー層との層間の全域に配置される所謂フルタイゴム
層が採用されてきた。これに対して、近年では、カーカス層とインナーライナー層との層
間の全域ではなく一部に選択的に配置された部分タイゴム層を採用することが提案されて
いる（例えば、特許文献１，２を参照）。このような部分タイゴム層は、従来のフルタイ
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ゴム層に比べてゴムの使用量が少ないので、タイヤ重量や転がり抵抗の低減を図るには有
利である。
【０００３】
　しかしながら、このような部分タイゴム層は、タイゴム層としての機能を充分に発揮す
るために、主として、タイヤ赤道の両側（ショルダー領域等）に一対が設けられるので、
従来のフルタイゴム層に比べてカーカス層とインナーライナー層との層間に位置する端末
が増加することになる。即ち、従来のフルタイゴム層では、１層のフルタイゴム層の両端
末（２つの端末）が、それぞれビード部近傍に配置されるが、一対の部分タイゴム層では
、各部分タイゴム層の両端末（合計で４つの端末）が、それぞれサイドウォール部やトレ
ッド部に配置されることになる。これにより、部分タイゴム層を採用した場合には、タイ
ヤ製造時にタイヤ構成部材（インナーライナー層、部分タイゴム層、カーカス層）が積層
される際に、部分タイゴム層によって段差や空隙が形成されて、エア溜まりを生じ易くな
る可能性が高いという問題がある。そのため、部分タイゴム層を採用する場合であっても
、エア溜まり等の加硫故障を防止することを可能にする改善が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第５２３９５０７号公報
【特許文献２】特許第５７２３０８６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の目的は、部分タイゴム層を採用した場合に懸念される加硫故障を防止し、且つ
、部分タイゴム層を採用することによるタイヤ重量や転がり抵抗の低減を充分に発揮する
ことを可能にした空気入りタイヤおよびその製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的を達成するための本発明の空気入りタイヤは、タイヤ周方向に延在して環状を
なすトレッド部と、該トレッド部の両側に配置された一対のサイドウォール部と、これら
サイドウォール部のタイヤ径方向内側に配置された一対のビード部とを備え、該一対のビ
ード部間に装架されたカーカス層と、前記トレッド部における該カーカス層の外周側に配
置されたベルト層と、前記カーカス層に沿ってタイヤ内面に配置されたインナーライナー
層と、前記カーカス層と前記インナーライナー層との層間であって、前記トレッド部のセ
ンター領域を除くタイヤ幅方向両側の領域のそれぞれに選択的に配置された部分タイゴム
層とを有する空気入りタイヤにおいて、前記部分タイゴム層のタイヤ幅方向両側の端部が
それぞれ前記部分タイゴム層の前記カーカス層側の面に対して鋭角をなす傾斜面をなし、
該傾斜面の前記部分タイゴム層の前記カーカス層側の面に対する傾斜角度が２０°～６０
°であることを特徴とする。
【０００７】
　また、上記目的を達成するための本発明の空気入りタイヤの製造方法は、未加硫のイン
ナーライナー層またはカーカス層における加硫後のタイヤのトレッド部のセンター領域を
除くタイヤ幅方向両側の領域に対応する部位にそれぞれ未加硫の部分タイゴム層が選択的
に載置され、該未加硫の部分タイゴム層を介して前記未加硫のインナーライナー層上に未
加硫のカーカス層が積層されたグリーンタイヤを成形し、該グリーンタイヤを内側からブ
ラダーで押圧しながら加硫する空気入りタイヤの製造方法において、前記未加硫の部分タ
イゴム層の幅方向両端部にそれぞれ前記未加硫の部分タイゴム層の一方の面に対して鋭角
をなす傾斜面を形成し、該傾斜面の前記一方の面に対する傾斜角度を２０°～６０°とし
、前記一方の面が前記未加硫のカーカス層側となる向きで前記未加硫の部分タイゴム層を
前記未加硫のインナーライナー層と前記未加硫のカーカス層との間に積層することを特徴
とする。
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【発明の効果】
【０００８】
　本発明の空気入りタイヤでは、部分タイゴム層を採用して、フルタイゴム層を有する従
来の空気入りタイヤに比べてタイヤ重量を軽減し、転がり抵抗を低減するにあたって、部
分タイゴム層の端部を上述のように特定の角度を有する傾斜面に形成しているので、タイ
ヤ製造時にタイヤ構成部材を積層する際にインナーライナー層とカーカス層と部分タイゴ
ム層の端部との間にエア溜まりの原因となる段差や空隙が形成されることを抑制すること
ができ、加硫故障の発生を防止することができる。
【０００９】
　本発明の空気入りタイヤの製造方法では、未加硫の部分タイゴム層の端部を上述のよう
に特定の角度を有する傾斜面に形成し、部分タイゴム層を積層する際の向きを特定してい
るので、タイヤ製造時にタイヤ構成部材がブラダーで押圧される際に、インナーライナー
層とカーカス層と部分タイゴム層の端部との間にエア溜まりの原因となる段差や空隙が形
成され難くなり、加硫故障の発生を防止することができる。
【００１０】
　本発明においては、部分タイゴム層を構成するゴムの硬度が５０～７０であることが好
ましい。このように部分タイゴム層の硬度を設定することで、部分タイゴム層の形状を良
好に保つことが可能になり、エア抜け性を改善して加硫故障を防止するには有利になる。
尚、本発明における「ゴムの硬度」とは、ＪＩＳ　Ｋ６２５３に準拠しデュロメータのタ
イプＡにより温度２０℃で測定された硬さ（所謂、ＪＩＳ‐Ａ硬度）である。
【００１１】
　本発明においては、部分タイゴム層の厚さが０．１ｍｍ～１．０ｍｍであることが好ま
しい。このように部分タイゴム層の厚さを設定することで、部分タイゴム層の形状を良好
に保つことが可能になり、エア抜け性を改善して加硫故障を防止するには有利になる。
【００１２】
　本発明においては、部分タイゴム層のペリフェリ長さが３０ｍｍ～１２０ｍｍであるこ
とが好ましい。このように部分タイゴム層の長さを適切な範囲に設定し、最適化すること
で、タイヤ重量や転がり抵抗の低減と加硫故障の防止とを高度に両立することが可能にな
る。尚、本発明において「ペリフェリ長さ」とは、タイヤ子午線断面において、各タイヤ
構成要素（部分タイゴム層）の延長方向に沿って測定される長さである。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の実施形態からなる空気入りタイヤの子午線断面図である。
【図２】図１の空気入りタイヤの要部を拡大して示す子午線断面図である。
【図３】傾斜角度θの測定方法を説明するための要部断面図である。
【図４】本発明の空気入りタイヤの製造方法を説明する模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　以下、本発明の構成について添付の図面を参照しながら詳細に説明する。
【００１５】
　図１に示すように、本発明の空気入りタイヤは、タイヤ周方向に延在して環状をなすト
レッド部１と、このトレッド部１の両側に配置された一対のサイドウォール部２と、サイ
ドウォール部２のタイヤ径方向内側に配置された一対のビード部３とを備えている。尚、
図１において、ＣＬはタイヤ赤道を示す。
【００１６】
　左右一対のビード部３間にはカーカス層４が装架されている。このカーカス層４は、タ
イヤ径方向に延びる複数本の補強コードを含み、各ビード部３に配置されたビードコア５
の廻りに車両内側から外側に折り返されている。また、ビードコア５の外周上にはビード
フィラー６が配置され、このビードフィラー６がカーカス層４の本体部と折り返し部とに
より包み込まれている。一方、トレッド部１におけるカーカス層４の外周側には複数層（
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図１～３では２層）のベルト層７が埋設されている。各ベルト層７は、タイヤ周方向に対
して傾斜する複数本の補強コードを含み、かつ層間で補強コードが互いに交差するように
配置されている。これらベルト層７において、補強コードのタイヤ周方向に対する傾斜角
度は例えば１０°～４０°の範囲に設定されている。更に、ベルト層７の外周側にはベル
ト補強層８が設けられている。ベルト補強層８は、タイヤ周方向に配向する有機繊維コー
ドを含む。ベルト補強層８において、有機繊維コードはタイヤ周方向に対する角度が例え
ば０°～５°に設定されている。
【００１７】
　また、タイヤ内面にはインナーライナー層９が設けられている。このインナーライナー
層９は空気透過防止性能を有するブチルゴムを主体とするゴム組成物で構成され、タイヤ
内に充填された空気がタイヤ外に透過することを防いでいる。
【００１８】
　このようなインナーライナー層９とカーカス層４との間には部分タイゴム層１０が配置
されている。インナーライナー層９とカーカス層４との間に配置されるタイゴム層とは、
タイヤ製造時に未加硫の空気入りタイヤをインフレートする際にカーカスコードがインナ
ーライナー層９に喰い込むことを防止するための層であり、製造後のタイヤにおいては空
気透過防止性やドライ路面における操縦安定性に寄与するものであり、従来はカーカス層
４とインナーライナー層９との層間の全域を覆うように設けられるものであったが（フル
タイゴム層）、本発明では、部分タイゴム層１０として、トレッド部１のセンター領域と
ビード部３とを除く領域に選択的に設けられる。即ち、図１に示すように、タイヤ赤道Ｃ
Ｌのタイヤ幅方向両側において、トレッド部１のショルダー領域とサイドウォール部２と
からなる領域内にそれぞれ部分タイゴム層１０が設けられている。
【００１９】
　この部分タイゴム層１０は、図２に拡大して示すように、タイヤ幅方向両側の端部（タ
イヤ幅方向内側の端部１０ａおよびタイヤ幅方向外側の端部１０ｂ）がそれぞれ部分タイ
ゴム層１０のカーカス層４側の面に対して鋭角をなす傾斜面をなしている。これら傾斜面
の部分タイゴム層１０のカーカス層４側の面に対する傾斜角度θはそれぞれ２０°～６０
°である。
【００２０】
　尚、本発明において、傾斜角度θは、図３に示すように測定される。即ち、図３（ａ）
に示すように、子午線断面において、部分タイゴム層１０のカーカス層４側の面およびイ
ンナーライナー層９側の面と傾斜面とのエッジが明瞭である場合には、これらエッジどう
しを結んだ線と部分タイゴム層１０のカーカス層４側の面とがなす角度を傾斜角度θとす
る。また、図３（ｂ）に示すように、子午線断面において、部分タイゴム層１０のカーカ
ス層４側の面と傾斜面とのエッジが不明瞭である場合には、傾斜面が直線的に延びる部分
を延長した仮想線と、部分タイゴム層１０のカーカス層４側の面の延長線とがなす角度を
傾斜角度θとする。
【００２１】
　このように部分タイゴム層１０の両端部１０ａ，１０ｂを特定の角度を有する傾斜面に
形成しているので、タイヤ製造時にタイヤ構成部材を積層する際にインナーライナー層９
とカーカス層４と部分タイゴム層１０の端部１０ａ，１０ｂとの間にエア溜まりの原因と
なる段差や空隙が形成されることを抑制することができ、加硫故障の発生を防止すること
ができる。このように端部構造を特定することで加硫故障を防止しているので、部分タイ
ゴム層１０を採用することによる効果は維持することができる。即ち、フルタイゴム層を
有する従来の空気入りタイヤに比べてタイヤ重量を軽減し、且つ、転がり抵抗を低減する
ことができる。
【００２２】
　このとき、傾斜面の傾斜方向が逆であると（傾斜面がインナーライナー層９側の面に対
して鋭角をなしていると）、部分タイゴム層１０の端部構造が適切でないため、エア抜け
性を充分に高めることが難しくなる。また、傾斜角度θが２０°よりも小さいと、部分タ
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イゴム層１０の端末が薄くなり過ぎて、タイゴム層としての機能が阻害される虞がある。
傾斜角度θが６０°よりも大きいと、充分な傾斜がないため、傾斜面による効果が充分に
得られない。尚、傾斜角度θは好ましくは３５°～５５°であるとよい。
【００２３】
　このような形状の部分タイゴム層１０を備える空気入りタイヤは、例えば以下のように
製造される。まず、図４（ａ）に示すように、未加硫のインナーライナー層９’における
加硫後のタイヤのトレッド部１のセンター領域を除くタイヤ幅方向両側の領域に対応する
部位にそれぞれ未加硫の部分タイゴム層１０’が選択的に載置される。次いで、図４（ｂ
）に示すように、未加硫の部分タイゴム層１０’を介して未加硫のインナーライナー層９
’上に未加硫のカーカス層４’が積層される。この後、他のタイヤ構成部材が積層されて
グリーンタイヤが成形される。そして、このグリーンタイヤを内側からブラダーで押圧し
ながら加硫することで、空気入りタイヤが製造される。このとき、未加硫の部分タイゴム
層１０’の幅方向両端部は、図示のように、それぞれ未加硫の部分タイゴム層１０’の一
方の面に対して鋭角をなす傾斜面となっている。そして、この傾斜面の一方の面に対する
傾斜角度θ’は２０°～６０°に設定されている。また、図示のように、未加硫の部分タ
イゴム層１０’が未加硫のインナーライナー層９’上に積層される際には、一方の面が未
加硫のカーカス層４’側となる向きで未加硫の部分タイゴム層１０’は未加硫のインナー
ライナー層９’上に積層される。
【００２４】
　このようにすることで、図４（ｂ）に示したように、これらタイヤ構成部材を単純に積
層しただけの状態では、インナーライナー層９’とカーカス層４’と部分タイゴム層１０
’の端末との間に空隙が形成されているが、ブラダーで押圧しながら加硫される工程では
、補強コード（カーカスコード）が埋設されたカーカス層４’よりも柔らかいインナーラ
イナー層９’が部分タイゴム層１０’の傾斜面に沿うように変形して、その際に図４（ｂ
）に示された空隙内のエアは押し出されていき、加硫後のタイヤでは図２等に示すように
空隙は残存しなくなる。そのため、エア抜きが良好に行われて、エア溜まりは発生しなく
なり、加硫故障を効果的に防止することができる。
【００２５】
　尚、図４の例では未加硫のインナーライナー層９’の上に未加硫の部分タイゴム層１０
’を載置してから順次他のタイヤ構成部材（未加硫のカーカス層４’等）を積層している
が、本発明では、未加硫のインナーライナー層９’と未加硫の部分タイゴム層１０’と未
加硫のカーカス層４’とが積層された状態において、未加硫の部分タイゴム層１０’の幅
方向両端部が、それぞれ未加硫の部分タイゴム層１０’の一方の面に対して鋭角をなす傾
斜面となっていればよいので、未加硫のカーカス層４’の上に未加硫の部分タイゴム層１
０’を載置するようにしてもよい。
【００２６】
　部分タイゴム層１０の物性は特に限定されないが、ゴム硬度が好ましくは５０～７０、
より好ましくは５５～６５であるとよい。このように部分タイゴム層１０の硬度を設定す
ることで、部分タイゴム層１０の形状を良好に保つことが可能になり、エア抜け性を改善
して加硫故障を防止するには有利になる。このとき、ゴム硬度が５０よりも小さいと、部
分タイゴム層１０の剛性が著しく小さいため、部分タイゴム層１０の形状を維持すること
が難しくなり、エア抜け性が低下するため、加硫故障を充分に防止することが難しくなる
。部分タイゴム層１０の硬度が７０よりも大きいと、サイドウォール部２の剛性が高くな
り過ぎるため、空気入りタイヤの本来の性能に悪影響が出る虞がある。
【００２７】
　部分タイゴム層１０は、タイゴム層としての機能（タイヤ製造時におけるインナーライ
ナー層９へのカーカスコードの喰い込みを防止すること等）を充分に発揮するために充分
な厚さを有することが求められるが、その一方で、タイヤ重量の軽減のために使用量を抑
えることが好ましい。また、部分タイゴム層１０の形状を維持して良好なエア抜けを可能
にするために適度な厚さを有することも求められる。そのため、本発明では、部分タイゴ
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ム層１０の厚さＴを、好ましくは０．１ｍｍ～１．０ｍｍ、より好ましくは０．３ｍｍ～
０．７ｍｍに設定するとよい。これにより、タイゴム層としての機能を充分に発揮しなが
ら、タイヤ重量の軽減効果も充分に発揮することができ、更に、加硫故障にも有利になる
。このとき、部分タイゴム層１０の厚さＴが０．１ｍｍよりも小さいと、部分タイゴム層
１０が薄過ぎるため、部分タイゴム層１０がタイゴム層として充分に機能しなくなり、タ
イヤ製造時におけるインナーライナー層９へのカーカスコードの喰い込みを防止する効果
が限定的になる。また、部分タイゴム層１０の形状維持が難しくなり、エア抜け性が低下
するため、加硫故障を充分に防止することが難しくなる。部分タイゴム層１０の厚さＴが
１．０ｍｍよりも大きいと、部分タイゴム層１０が厚くなり過ぎて使用量が増大するため
、タイヤ重量の軽減効果が限定的になる。
【００２８】
　部分タイゴム層１０は、前述のように、タイヤ製造時におけるインナーライナー層９へ
のカーカスコードの喰い込みを防止するものであるので、カーカス層４とインナーライナ
ー層９との間の適度な領域を覆うことが好ましい。そのため、本発明では、部分タイゴム
層１０のペリフェリ長さを、好ましくは３０ｍｍ～１２０ｍｍ、より好ましくは４０ｍｍ
～８０ｍｍにするとよい。これにより、部分タイゴム層１０のペリフェリ長さを最適化す
ることができ、タイゴム層としての機能とタイヤ重量や転がり抵抗の低減とをバランスよ
く両立するには有利になる。このとき、部分タイゴム層１０のペリフェリ長さＬ３が３０
ｍｍよりも小さいと、部分タイゴム層１０によってカーカス層４とインナーライナー層９
との間の適度な領域を覆うことが難しくなり、タイゴム層としての機能を充分に発揮する
ことが難しくなる。部分タイゴム層１０のペリフェリ長さＬ３が１２０ｍｍよりも大きい
と、部分タイゴム層１０の使用量が増加するため、タイヤ重量の軽減効果が限定的になる
。
【実施例】
【００２９】
　タイヤサイズが１９５／６５Ｒ１５であり、図１に示す基本構造を有し、タイゴム層の
構造、部分タイゴム層の端部に形成された傾斜面の傾斜角度θ、部分タイゴム層のゴム硬
度、部分タイゴム層のゴム厚さ、部分タイゴム層のペリフェリ長さをそれぞれ表１～２の
ように設定した従来例１、比較例１～４、実施例１～１６の２１種類の空気入りタイヤを
作製した。
【００３０】
　尚、表１～２の「タイゴム層の構造」の欄について、タイゴム層がフルタイゴム層であ
る場合は「フル」、部分タイゴム層である場合は「部分」と記載した。
【００３１】
　これら２１種類の空気入りタイヤについて、下記の評価方法により、タイゴム使用量、
空気透過防止性、ドライ路面における操縦安定性（操縦安定性）を評価し、その結果を表
１～５に併せて示した。
【００３２】
　　　タイゴム使用量
　各試験タイヤにおけるタイゴムの使用量を測定した。評価結果は、従来例１の測定値を
１００とする指数にて示した。この指数値が小さいほどタイゴム使用量が少なく、タイヤ
重量を軽減できることを意味する。尚、この指数値が「８５」以下であると、タイゴム使
用量が充分に少ないと言え、優れたタイヤ重量の軽減効果が得られている。逆に、この指
数値が「８５」を超えると、タイゴム使用量は充分に低減できておらず、タイヤ重量の軽
減効果は実質的に得られていないことになる。特に、この指数値が「７０」以下であると
、タイヤ重量の軽減効果が大きく優れている。
【００３３】
　　　転がり抵抗
　各試験タイヤを、リムサイズ１５×６Ｊのホイールに組み付け、ＩＳＯ２８５８０に準
拠して、ドラム径１７０７．６ｍｍのドラム試験機を用い、空気圧２１０ｋＰａ、荷重４
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測定値の逆数を１００とする指数にて示した。この指数値が大きいほど転がり抵抗が低い
ことを意味する。
【００３４】
　　　故障発生率
　各試験タイヤをそれぞれ１００本ずつ製造し、成形・加硫後のタイヤの内面を観察し、
成形・加硫工程での内面故障の有無を目視で確認し、故障発生率（各試験タイヤの総数に
対する内面故障が発生したタイヤの本数の割合）を測定した。評価結果は、従来例１の測
定値の逆数を１００とする指数にて示した。この指数値が大きいほど内面故障の発生率が
小さいことを意味する。
【００３５】
【表１】

【００３６】
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【表２】

【００３７】
　表１～２から明らかなように、実施例１～１６はいずれも、従来例１に対して、タイゴ
ム使用量を低減し、転がり抵抗を低減すると共に、故障発生率を改善した。
【００３８】
　一方、比較例１は、傾斜角度θが９０°であり、部分タイゴム層の端末が傾斜していな
いので、傾斜面によるエア抜け性の改善は見込めず、故障発生率が悪化した。比較例２は
、傾斜角度θが１３５°であり、部分タイゴム層の向きが逆転しているので、傾斜面によ
るエア抜け性の改善は見込めず、故障発生率が悪化した。比較例３は、傾斜角度θが小さ
過ぎるため、故障発生率を充分に維持することができなかった。比較例４は、傾斜角度θ
が大き過ぎるため、実質的に比較例１と同等であり、故障発生率を改善することはできな
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【符号の説明】
【００３９】
　１　トレッド部
　２　サイドウォール部
　３　ビード部
　４　カーカス層
　５　ビードコア
　６　ビードフィラー
　７　ベルト層
　８　ベルト補強層
　９　インナーライナー層
　１０　部分タイゴム層
　ＣＬ　タイヤ赤道

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【手続補正書】
【提出日】平成29年7月13日(2017.7.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　未加硫のインナーライナー層またはカーカス層における加硫後のタイヤのトレッド部の
センター領域を除くタイヤ幅方向両側の領域に対応する部位にそれぞれ未加硫の部分タイ
ゴム層が選択的に載置され、該未加硫の部分タイゴム層を介して前記未加硫のインナーラ
イナー層上に未加硫のカーカス層が積層されたグリーンタイヤを成形し、該グリーンタイ
ヤを内側からブラダーで押圧しながら加硫する空気入りタイヤの製造方法において、
　前記部分タイゴム層を構成するゴムの硬度を５０～７０とし、前記未加硫の部分タイゴ
ム層の幅方向両端部にそれぞれ前記未加硫の部分タイゴム層の一方の面に対して鋭角をな
す傾斜面を形成し、該傾斜面の前記一方の面に対する傾斜角度を３５°～５５°とし、前
記一方の面が前記未加硫のカーカス層側となる向きで前記未加硫の部分タイゴム層を前記
未加硫のインナーライナー層と前記未加硫のカーカス層との間に積層することを特徴とす
る空気入りタイヤの製造方法。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０００１】
　本発明は、カーカス層とインナーライナー層との層間の一部に選択的に配置される部分
タイゴム層を備えた空気入りタイヤの製造方法に関し、更に詳しくは、部分タイゴム層を
採用した場合に懸念される加硫故障を防止し、且つ、部分タイゴム層を採用することによ
るタイヤ重量や転がり抵抗の低減を充分に発揮することを可能にした空気入りタイヤの製
造方法に関する。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００５】
　本発明の目的は、部分タイゴム層を採用した場合に懸念される加硫故障を防止し、且つ
、部分タイゴム層を採用することによるタイヤ重量や転がり抵抗の低減を充分に発揮する
ことを可能にした空気入りタイヤの製造方法を提供することにある。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　上記目的を達成するための本発明の空気入りタイヤの製造方法は、未加硫のインナーラ
イナー層またはカーカス層における加硫後のタイヤのトレッド部のセンター領域を除くタ
イヤ幅方向両側の領域に対応する部位にそれぞれ未加硫の部分タイゴム層が選択的に載置
され、該未加硫の部分タイゴム層を介して前記未加硫のインナーライナー層上に未加硫の
カーカス層が積層されたグリーンタイヤを成形し、該グリーンタイヤを内側からブラダー
で押圧しながら加硫する空気入りタイヤの製造方法において、前記部分タイゴム層を構成
するゴムの硬度を５０～７０とし、前記未加硫の部分タイゴム層の幅方向両端部にそれぞ
れ前記未加硫の部分タイゴム層の一方の面に対して鋭角をなす傾斜面を形成し、該傾斜面
の前記一方の面に対する傾斜角度を３５°～５５°とし、前記一方の面が前記未加硫のカ
ーカス層側となる向きで前記未加硫の部分タイゴム層を前記未加硫のインナーライナー層
と前記未加硫のカーカス層との間に積層することを特徴とする。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　本発明によって製造される空気入りタイヤでは、部分タイゴム層を採用して、フルタイ
ゴム層を有する従来の空気入りタイヤに比べてタイヤ重量を軽減し、転がり抵抗を低減す
るにあたって、部分タイゴム層の端部を上述のように特定の角度を有する傾斜面に形成し
ているので、タイヤ製造時にタイヤ構成部材を積層する際にインナーライナー層とカーカ
ス層と部分タイゴム層の端部との間にエア溜まりの原因となる段差や空隙が形成されるこ
とを抑制することができ、加硫故障の発生を防止することができる。
【手続補正８】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　本発明においては、部分タイゴム層を構成するゴムの硬度が５０～７０であるので、部
分タイゴム層の形状を良好に保つことが可能になり、エア抜け性を改善して加硫故障を防
止するには有利になる。尚、本発明における「ゴムの硬度」とは、ＪＩＳ　Ｋ６２５３に
準拠しデュロメータのタイプＡにより温度２０℃で測定された硬さ（所謂、ＪＩＳ‐Ａ硬
度）である。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
【図１】本発明によって製造される空気入りタイヤの子午線断面図である。
【図２】図１の空気入りタイヤの要部を拡大して示す子午線断面図である。
【図３】傾斜角度θの測定方法を説明するための要部断面図である。
【図４】本発明の空気入りタイヤの製造方法を説明する模式図である。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　図１に示すように、本発明によって製造される空気入りタイヤは、タイヤ周方向に延在
して環状をなすトレッド部１と、このトレッド部１の両側に配置された一対のサイドウォ
ール部２と、サイドウォール部２のタイヤ径方向内側に配置された一対のビード部３とを
備えている。尚、図１において、ＣＬはタイヤ赤道を示す。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　この部分タイゴム層１０は、図２に拡大して示すように、タイヤ幅方向両側の端部（タ
イヤ幅方向内側の端部１０ａおよびタイヤ幅方向外側の端部１０ｂ）がそれぞれ部分タイ
ゴム層１０のカーカス層４側の面に対して鋭角をなす傾斜面をなしている。これら傾斜面
の部分タイゴム層１０のカーカス層４側の面に対する傾斜角度θはそれぞれ少なくとも２
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０°～６０°に設定されるが、本発明では特に３５°～５５°に設定される。　
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　このとき、傾斜面の傾斜方向が逆であると（傾斜面がインナーライナー層９側の面に対
して鋭角をなしていると）、部分タイゴム層１０の端部構造が適切でないため、エア抜け
性を充分に高めることが難しくなる。また、傾斜角度θが２０°よりも小さいと、部分タ
イゴム層１０の端末が薄くなり過ぎて、タイゴム層としての機能が阻害される虞がある。
傾斜角度θが６０°よりも大きいと、充分な傾斜がないため、傾斜面による効果が充分に
得られない。　
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　このような形状の部分タイゴム層１０を備える空気入りタイヤは、以下のように製造さ
れる。まず、図４（ａ）に示すように、未加硫のインナーライナー層９’における加硫後
のタイヤのトレッド部１のセンター領域を除くタイヤ幅方向両側の領域に対応する部位に
それぞれ未加硫の部分タイゴム層１０’が選択的に載置される。次いで、図４（ｂ）に示
すように、未加硫の部分タイゴム層１０’を介して未加硫のインナーライナー層９’上に
未加硫のカーカス層４’が積層される。この後、他のタイヤ構成部材が積層されてグリー
ンタイヤが成形される。そして、このグリーンタイヤを内側からブラダーで押圧しながら
加硫することで、空気入りタイヤが製造される。このとき、未加硫の部分タイゴム層１０
’の幅方向両端部は、図示のように、それぞれ未加硫の部分タイゴム層１０’の一方の面
に対して鋭角をなす傾斜面となっている。そして、この傾斜面の一方の面に対する傾斜角
度θ’は３５°～５５°に設定されている。また、図示のように、未加硫の部分タイゴム
層１０’が未加硫のインナーライナー層９’上に積層される際には、一方の面が未加硫の
カーカス層４’側となる向きで未加硫の部分タイゴム層１０’は未加硫のインナーライナ
ー層９’上に積層される。　
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
　部分タイゴム層１０の物性としては、ゴム硬度が５０～７０、好ましくは５５～６５で
ある。このように部分タイゴム層１０の硬度を設定することで、部分タイゴム層１０の形
状を良好に保つことが可能になり、エア抜け性を改善して加硫故障を防止するには有利に
なる。このとき、ゴム硬度が５０よりも小さいと、部分タイゴム層１０の剛性が著しく小
さいため、部分タイゴム層１０の形状を維持することが難しくなり、エア抜け性が低下す
るため、加硫故障を充分に防止することが難しくなる。部分タイゴム層１０の硬度が７０
よりも大きいと、サイドウォール部２の剛性が高くなり過ぎるため、空気入りタイヤの本
来の性能に悪影響が出る虞がある。　
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２９
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２９】
　タイヤサイズが１９５／６５Ｒ１５であり、図１に示す基本構造を有し、タイゴム層の
構造、部分タイゴム層の端部に形成された傾斜面の傾斜角度θ、部分タイゴム層のゴム硬
度、部分タイゴム層のゴム厚さ、部分タイゴム層のペリフェリ長さをそれぞれ表１～２の
ように設定した従来例１、比較例１～８、実施例１～１２の２１種類の空気入りタイヤを
作製した。　
【手続補正１８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
　これら２１種類の空気入りタイヤについて、下記の評価方法により、タイゴム使用量、
空気透過防止性、ドライ路面における操縦安定性（操縦安定性）を評価し、その結果を表
１～２に併せて示した。
【手続補正１９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
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【表１】

【手続補正２０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００３６】
【表２】

【手続補正２１】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３７】
　表１～２から明らかなように、実施例１～１２はいずれも、従来例１に対して、タイゴ
ム使用量を低減し、転がり抵抗を低減すると共に、故障発生率を改善した。
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